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研究成果の概要（和文）：複合型事故災害は自然災害を直接的な起因とし，人為的な要因によりその損害を拡大する．
複合型事故災害に対する当事者のリスク認識バイアスに対応した責任ルールの基礎となる科学的知見を提供することを
目指し，本研究では個人のリスク選好，損失選好，予防行動と社会経済的な背景を検証するため，フィールドと実験室
での経済実験手法を用いて，次のような結果を得た．(1)サイクロンのリスクに直面するバングラデシュ沿岸農村部で
は責任ルールの設定がなく，被災からの回復にはマイクロクレジットや国内送金が重要となる．(2)被災家計のうち，
所得回復に成功した家計はリスク愛好的であり，所得回復に失敗した家計は損失回避的である．

研究成果の概要（英文）：Complex accidental disasters (CADs) arise from natural disaters directly, but 
they cause the expanded losses by human factors indirectly. In order to provide a new scientific basis of 
design of liability allocation rules which cope with the mutual risk recognition biases against the CADs, 
this study applied field and laboratory economic experiments to identify individual risk/loss preferences 
and preventive behaviors with socio-economic backgrounds in several liability rules' contexts. This study 
shows: (1) In rural coastal areas of Bangladesh where households face risks of CADs arise from cyclones 
without any explicit liablity rule settings, micro-credits and domestic remittances have important roles 
for the damaged households to recover from the disaster. (2) Among the households suffered from a 
cyclone, households succeeded in income recovery are risk-loving, but households failed in income 
recovery are loss averse.

研究分野： 環境経済学，法と経済学，開発ミクロ経済学

キーワード： 経済実験　災害リスク　認識バイアス　責任負担ルール
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１．研究開始当初の背景 
 地震による津波を直接的な起因とし，巨大
企業と行政組織による意思決定とその相互
作用の帰結として，甚大な損害を惹起した福
島第一原子力発電所の事故は，複合型事故災
害の典型的な事例である．複合型事故災害は，
自然災害を直接的な起因としつつ，人為的な
要因によってその損害を拡大する． 
 その人為的要因の本質は，当事者の自然災
害リスクに対する認識と，それに基づいた予
防行動とその相互作用である．この事故災害
によって明らかになったことは，自然災害リ
スクの科学的評価の難しさだけではなく，責
任当事者の自然災害リスクに対する認識バ
イアスの存在と，それに基づいた予防行動と
その相互作用であり，これらの人為的な要因
が被害の拡大を招くこととなった． 
 データの蓄積と技術革新によって，自然災
害リスクの科学的評価は，その精度を高めつ
つ更新されてきた．しかしその一方で，当事
者にそのリスクを正確に認識させ，予防行動
に反映させるための誘因形成は適切に行わ
れてこなかった．こうした事故災害に対応す
るための法制度の設計では，責任負担ルール
という誘因設計を通じた人為的要因の制御
が主要な課題となる． 
 
 
２．研究の目的 
 本研究では，経済実験手法によって当事者
のリスク認識，予防行動とその相互作用を分
析することで当事者間のリスク認識バイア
スに対応した責任負担ルールの新設計とそ
の検証を行うことを目指す． 
 本研究の目的は，以下の項目を明らかにす
ることである． 
(1) 単純な事故と複合型事故災害における

責任当事者らのリスク認識バイアスの
程度とそれがもたらす予防行動の選択
の違いとその帰結 

(2) 対称的な責任当事者間において責任ル
ール(無責任，過失責任，厳格責任)の違
いが，(1)に与える影響とその帰結 

(3) 非対称的な責任当事者間において責任
ルール(限定責任，連帯責任)の違いが，
(1)に与える影響とその帰結 

(4) 責任当事者らにリスク認識バイアスが
あったとしても，適切な予防行動を導く
ための誘因を形成する責任ルールの設
計 

 
 

３．研究の方法 
 本研究では，経済実験手法を用いて，責任
当事者の自然災害リスクに対する動学的な
認識と，それに基づいた予防行動選択とその
相互作用を実際に観察し，理論分析から得ら
れる結果を仮説として実証的に検証するこ
とを通じて，複合型事故災害における当事者
のリスク認識バイアスに対応した責任負担
ルールの新設計を目指す．主要な研究課題は
以下の通りである． 
(1) ベンチマーク実験とその評価（分析を展

開するための基準作りとその位置づけ
を行う） 

(2) 基礎実験による比較法制度分析（設計基
基盤となる体系的な実験の展開と結果
比較を行う） 

(3) 設計のための理論分析（設計基盤をもと
にして，責任ルールを改善する設計を行
う） 

 なお，(1) のベンチマーク実験を行うため
に，サイクロンという大規模な自然災害を起
因とする複合型事故災害リスクに直面して
いるバングラデシュ沿岸部（Paikgachha 
upazila, Koyra upazila）の農村家計 300 世
帯を対象にリスク・損失顕示選好実験と家計
行動調査を実施した．調査項目は，家族構成，
各構成員の年齢・性別・学歴・職種・労働時
間，健康状態，所得，貯蓄，ローン，および
農産物の生産量，自家消費量，市場供給量，
生活に関する費用・消費額，および所有農地
や耕作農地面積，家畜の保有状況，さらに
2009 年に発生した大型サイクロンによる複
合型事故災害の被災状況などである．この調
査は調査員を雇用する訪問面接方式で実施
した．調査員に調査の意義・目的・回答方法
を十分に把握させるために，詳細な予備調査
を行い，実地訓練を重ねて調査の質を担保し
た．さらにこうしてバングラデシュ沿岸部で
得られた調査の比較評価のために，バングラ
デシュ内陸部(Jessore)の農村家計 300 世帯
に対しても同様の実験と調査を実施した． 
 
 
４．研究成果 
 複合型事故災害に対する責任ルールを評
価・設計するための基盤作りとして，責任ル
ールの設定がない状況に注目した．とりわけ，
サイクロンを起因とする複合型事故災害リ
スクに直面しているバングラデシュ沿岸部
の農村家計を対象にリスク・損失顕示選好実
験と 2009 年のサイクロン災害を考慮した家
計行動調査を実施し，家計データを収集した．



これを計量的に分析することで次のような
結果を得た． 
(1) サイクロンに起因する複合型事故災害

で被災した家計の所得回復においては，
マイクロクレジットや国内送金が重要
な要因となっており，責任ルールの欠如
は，事前的な家計や社会の予防行動とい
うより事後的な私的救済措置を導いて
いる． 

(2) サイクロンに起因する複合型事故災害
で被災した家計のうち，所得回復に成功
した家計は，リスク愛好的であった． 

(3) サイクロンに起因する複合型事故災害
で被災した家計のうち，所得回復に失敗
している家計は，損失回避的であった． 

 さらに結果(2),(3)については，災害リス
クの高い沿岸農村部の特色であることを，内
陸農村部の家計調査データを用いた計量分
析結果の比較によって確認した．ただし，結
果(2),(3)については，因果関係を示すもの
ではなく，相関関係を示したものにとどまっ
ていることに注意する必要がある． 
 なお，Jahangirnagar University で開催
された国際ワークショップにおいて，これら
を報告し，現地の研究者や専門家との意見交
換や情報確認を実施した． 
 また本研究では，実験室における経済実験
を効率的に展開するための手法開発を行っ
た．これは実験デザインと被験者募集サイト
のデザインを同時に行うことで，潜在的な被
験者に実験参加へ応募する時点での，個人の
リスク選好を予め顕示させるための処置を
織り込んだものである．これにより，リスク
や損失に関わる行動選択を迫る実験室実験
において，予め個人のリスク選好を把握し，
さらに統制した上で様々な処置を実施し，結
果の比較をすることができるようになった．
この経済実験手法は，別の目的をもった実験
室実験にも適用可能であり極めて汎用性が
高い． 
 さらに本研究では，様々なフィールド経済
実験や実験室経済実験を実施したが，その実
験過程において，異なる制度やルール下にお
ける個人行動の相互作用を直接観察できた．
それらをミクロ経済理論的に分析するため
のモデリング上でのアイディアを獲得でき
た．さらに，個人行動の相互作用分析を制度
比較としてどのような軸で評価するかとい
った観点についても新しいアイディアを得
た．それは，制度パラメターに関する複数の
軸を同時に評価に入れて，2 次元で 4 パター
ンを評価することである．これらの理論分析

上でのアイディアは，本研究の副産物として
ではあるが，学術論文として取りまとめ，学
術成果として国際誌に発表した． 
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